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愛媛県からの営業時間短縮要請に協力した飲食店等に協力金を交付します

 

 
 

 

 

 

交付対象：食品衛生法に基づく飲食店営業許可を要請期間以前から得ていて、酒類を

提供している飲食店 

対象期間：【第１弾】令和３年４月 26 日（月）～令和３年５月 19 日（水）［24 日間］ 

【第２弾】令和３年５月 20 日（木）～令和３年５月 31 日（月）［12 日間］ 

営業時間：５時から 21 時まで（酒類の提供は 11 時から 20 時 30 分まで） 

協力金交付対象店舗条件 

協力金は、延長前の期間【第１弾】（4/26～5/19）と延長後の期間【第２弾】（5/20～5/31）を個

別に考えます。 
 

◆ 申請受付開始 

【第１弾】（4/26～5/19 分）は 令和３年５月 20日（木）から受付開始 

※協力金の交付は６月中旬以後となります。 

【第２弾】（5/20～5/31 分）は 令和３年６月１日（火）から受付開始 

※協力金の交付は７月上旬以後となります。 
 

◆ 申請期限：令和３年７月 30 日（金）必着 
 

◆ 申請は、次のいずれかの方法で行ってください。 

⑴【第１弾】と【第２弾】の協力金を別々に受け取りたい方 

    メリット 【第１弾】分の協力金を先行して受け取ることができます。 

【第１弾】分の申請書類を５月 28日（金）までに提出してください。６月中旬頃に協力金

を交付します。【第２弾】分の申請書は６月１日（火）以後に提出してください。 
 

⑵【第１弾】と【第２弾】の協力金をまとめて受け取りたい方 

    メリット  申請を一度で済ませることができます。 

【第１弾】【第２弾】分の申請書類を６月１日（火）以後に提出してください。 

申請期間・方法 

伊予市役所 産業建設部 経済雇用戦略課 

〒799-3193 伊予市米湊 820 番地 

TEL 089-982-1120（電話受付時間：平日８時 30分から 17 時 15 分） 

お問い合わせ 
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 【重要】 申請の前に必ずお読みください！                  

全国各地で新型コロナウイルス感染症がまん延する中、感染症拡大防止のため、愛媛県は令和３年４

月 26 日（月）から令和３年５月 31 日（月）までの期間、県内全域において「酒類を提供する飲食店」

に対し、営業時間短縮等の要請をしています。 

【第１弾】、【第２弾】それぞれの対象期間全てにおいて時短要請に協力した事業者には、国の基準に

沿って愛媛県と伊予市が連携し、協力金を交付するものです。 

 

 交付対象施設（店舗）                         

協力金の交付対象となるのは、次の全てに該当する施設（店舗）です。 

⑴ 市内において食品衛生法（昭和 22 年法律第 233 号）に基づく飲食店営業許可を受け、酒類を提供

している施設 

⑵ 屋内に常設の飲食スペースを設けている施設 

⑶ 下表に掲げるそれぞれの対象期間開始日より前に開業しており、かつ、営業の実態がある施設 

⑷ 下表に掲げるそれぞれの対象期間の全てにおいて、下表に掲げる要請の内容に応じている施設（終

日休業する施設を含む。） 

⑸ 業種別ガイドラインを遵守し、感染防止対策を徹底している施設 

対象期間 要請の内容 

【第１弾】 

令和３年４月26日０時から 

令和３年５月19日24時まで（24日間） 

①営業時間を５時から21時までの間とすること。 

②酒類の提供を11時から20時30分までの間とすること。 

 

※ただし、通常営業時、①に記載の時間の範囲内で営業し、かつ、

②に記載の時間の範囲内で酒類を提供していた場合は、協力

金の対象外 

【第２弾】 

令和３年５月20日０時から 

令和３年５月31日24時まで（12日間） 

 
※各対象期間中、営業時間短縮要請に１日でも協力しなかった場合は、対象外となります。 

 

［対象外店舗］ 

 ただし、次のいずれかに該当する施設（店舗）は対象外です。 

⑴ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23 年法律第 122 号）第２条第５項から

第 10項に定める営業を行う者 

⑵ 個人事業主にあっては代表者、法人にあっては役員等が暴力団員による不当な行為の防止等に関す

る法律（平成３年法律第 77 号）第２条第６号に規定する暴力団員であるもの 

⑶ 上記に掲げるもののほか、本協力金の趣旨・目的に照らして適当でないと市長が判断する施設（店舗） 

 

 

 

  

👉 協力金交付の対象店舗の対象であるかの確認は、別冊「営業時間短縮等協力金ＦＡＱ」Ｑ３ で

紹介されていますのでご参照ください。 
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 交付額（【第１弾】【第２弾】共通）                        

個人事業主・中小企業者 [売上高方式] 

前年度又は前々年度の１日当たり売上高 １日当たりの協力金給付額 

８万 3,333 円以下の施設（店舗） 25,000 円 

８万 3,333 円超から 25万円未満の施設（店舗） 
25,000 円～75,000 千円 

（１日当たりの売上高×0.3（千円単位に切上げ）） 

25 万円以上の施設（店舗） 75,000 円 

 

大企業者（中小企業者以外） [売上高減少額方式] 

※中小企業者もこちらを採用することができます。 

１日当たりの協力金給付額 

前年度又は前々年度からの１日当たりの売上高の減少額×0.4×日数 

（上限：20 万円又は前年度もしくは前々年度の１日当たりの売上高×0.3 のいずれか低い額） 
 

 

 

 申請手続き                              

申請方法 市役所本庁舎２階 産業建設部 経済雇用戦略課の窓口に持参または郵送 

郵送の場合の送付先 〒799-3193 伊予市米湊 820 番地 

          伊予市 産業建設部 経済雇用戦略課 営業時間短縮等協力金担当 宛 

          ※封筒に「営業時間短縮等協力金申請書 在中」と記載してください。 

申請受付期間 【第１弾】令和３年５月 20日（木）から令和３年７月 30日（金） 

       【第２弾】令和３年６月 １日（火）から令和３年７月 30日（金） 

        ※いずれも必着。【第１弾】と【第２弾】をあわせて申請する場合は、６月１日（火）から受け付けます。 

審査 市による審査の結果、協力金の交付を決定したときは、後日、交付決定通知書を発送のうえ、指

定口座へ入金します。なお、書類に不備があった場合は、訂正や再提出を求めることがあります。 

 

 注意事項                               

⑴ 協力金の交付を受けた事業者は、申請にかかる証拠書類を整備し、令和８年度末（令和９年３月 31

日）まで保管してください。 

⑵ 偽りその他不正の行為により協力金の交付を受けたことが発覚した場合は、協力金の交付決定を取

り消し、協力金の返還を請求しますのでご注意ください。 

 

 

👉 １日当たりの売上高の計算方法は、別冊「営業時間短縮等協力金ＦＡＱ」Ｑ５ で紹介されて

いますのでご参照ください。 
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 提出に必要な書類                           

№ 申請書類 
【第１弾】【第２弾】を

同時に申請する場合 
【第１弾】【第２弾】

を別に申請する場合 
第１弾 第２弾 

１ 交付申請書兼請求書 ● ● 

1-2 交付申請書別紙（２店舗以上を同時に申請する場合） ● ● 

２ 誓約書 ● ● 

３ 
感染拡大防止のガイドライン遵守のチェックシート（申請店

舗ごと） 
● ● ● 

４ 店舗名や屋号等が確認できる外景写真（申請店舗ごと） ● ● 

５ 
屋内の常設の飲食スペースを設けていることが確認できる内

景写真（申請店舗ごと） 
● ● 

６ 通常営業時間が分かる写真等（申請店舗ごと） ● ● 

７ 営業時間短縮の告知が分かる写真等（申請店舗ごと） ● ● 

８ 

営業活動を行っていることが分かる書類（いずれか一つ） 

・直近の確定申告書の写し 

・直近２か月間の経理帳簿（現金出納帳、売上帳簿等）の

写し（申請店舗ごと） 

・上記が困難な場合は、光熱水費の検針票などの写し（申

請店舗ごと） 

● ● 

９ 飲食店営業許可証（食品衛生法第 52条）の写し ● ● 

10 

酒類の提供を行っていることが分かる書類等（いずれか一つ） 

・申請時点で使用しているメニュー表の写し 

・直近２か月の仕入れ伝票の写し 

● ● 

11 

本人確認書類（いずれか一つ） 

・運転免許証 

・健康保険証 

・パスポート等の写し 

※法人の場合は、登記簿謄本（登記事項証明書）の写しで

も可 

● ● 

12 

１日当たりの売上高が確認できる書類の写し 

・協力金計算表（共通添付）（申請店舗ごと） 

※様式は、市ホームページからダウンロードしてくだ

さい。 

※個人事業主又は中小企業者で、１日当たりの売上高

が８万 3,333 円以下の場合は添付を省略できます。 

● ● ● 

 

［月単位方式を選択した場合］ 

・確定申告書の控え 

・経理帳簿（現金出納帳、売上帳簿等）の写し 

［時短要請期間方式を選択した場合］ 

・経理帳簿（現金出納帳、売上帳簿等）の写し 

［特定月方式を選択した場合］ 

・確定申告書の控え 

・経理帳簿（現金出納帳、売上帳簿等）の写し 

［年度平均方式を選択した場合］ 

・確定申告書の控え 

・経理帳簿（現金出納帳、売上帳簿等）の写し 

13 協力金の振込先の帳簿等の写し ● ● 

14 提出書類等チェックシート ● ● 
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 書類の記入のしかた                          

 №１  交付申請書兼請求書 

 

☑

☑

☑

記入例 



- 6 - 

 №12  協力金計算表 
 
記入例では、『月単位方式』の計算表を紹介します。 

 

 

[売上高方式]            [売上高減少額方式] 

  

 

  

👉 売上高方式で計算する場合、前年（前々年）の売上が平均して１日当たりの売上高が83,333円以

下の場合は、この計算表及び確認できる書類の写しを省略することができます。 

👉 

① １日当たりの売上高の計算方法は ⑴月単位方式 ⑵時短要請期間方式 ⑶特定月方式（第１弾の

み）の３方法があります。最も有利となる方法を選択することができます。 

② 協力金の計算方法は、⑴売上高方式 ⑵売上高減少方式の２方法があります。大企業は ⑵を使

用してください。 

※なお、中小企業・個人事業主も⑵を選択することができます。（①で計算した１日当たりの売上高が 246,667

円を超えていれば、有利となる可能性があります。 

② 各様式は、伊予市ホームページでダウンロード又は市役所経済雇用戦略課の窓口にて取得して

ください。 
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 その他提出書類の注意点                          

 №８・12  営業活動を行っていることが分かる書類及び売上高が確認できる書類について 
 

 『営業活動を行っていることが分かる書類』では直近の確定申告書の写しを、『１日当たりの売上高が

確認できる書類の写し』では、前年度又は前々年度の確定申告書の写しを添付してください。 

 

【個人事業主の場合】 

確定申告書第一表（１枚） 青色申告の場合：所得税青色申告決算書（２枚） 
白色申告の場合：事業収支内訳書及び売上が分かる書類

 

【法人の場合】 

確定申告書別表一（１枚） 

 

法人事業概況説明書（２枚：両面） 
 

 

 

👉  確定申告書第一表の控えには、申告が税務署で受付けられた確認として、税務署による「収

受日付印」が押されているか、「受付日時・受付番号」が印字されていることが必要です。 
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 №７  営業時間短縮の告知が分かる写真等 
 
市が提供したひな形チラシ等を店頭入口等に貼付し、告知して

いる写真を撮影してください。 

（対象期間や営業時間が確認できるように撮影してください。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 №13  協力金の振込先の帳簿等の写し 
 

金融機関名・支店番号・支店名・口座種別・名義人が確認できるよう、通帳の表面と通帳を開いた１・

２ページの両方をコピーして添付してください。 

通帳の表面 通帳を開いた１・２ページ 

  

 

 


